(様式第2号)

指定管理者事業計画書
1．申請者(法人・団体)の概要
	施設名
	

	申請者名
	

	所在地又は住所
	

	代表者氏名
	

	設立年月日
	        年　　月　　日

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	役員数
	
	職員・従業員数

(※派遣職員を除く。)
	

	E - mail
	

	≪主な事業又は活動の内容≫
※ 団体(グループ)応募の場合は、各構成団体について記載してください。


	≪指定管理業務における役割分担≫
※ 団体(グループ)応募の場合は、項目を追加し、各構成団体の担当業務を記載し
　 てください。



2．指定管理業務に関する事業計画
　・ 募集要項と仕様書を踏まえ、指定期間中の事業計画書を作成すること。
　・ 各項目については、適宜枠を広げて記入することができる。
　　 また、事業計画を補足するために必要な資料は添付できる。その際は、事業計
　　 画の項目番号との対応関係を明記すること。
	① 施設管理の運営方針について

	(1) 指定管理者として、どのような施設にしていきたいのか、基本的な考え方
　  (抱負、目標等)を記載してください。



	(2) 申請者が有するノウハウをどのように活用し、①を実現するのか、具体的な

　　考え方を記載してください。



	② 施設の魅力向上及びサービスの向上について

	(1) 施設の魅力向上について、基本的な考え方及び方策について記載してください。


	(2) 利用者のサービス向上について、基本的な考え方及び方策について記載して
　　 ください。



	(3) 利用者の意見反映や苦情への対応について、基本的な考え方及び方策につい
    て記載してください。



	(4) 高齢者や障害のある人など、すべての利用者の平等な利用について、基本的
　　な考え方及び方策について記載してください。




	③ 地域との連携について

	(1) 地域資源や地元産物の活用について、基本的な考え方及び方策について記載し
    てください。


	(2) 従業員の地元雇用について、基本的な考え方及び方策について記載してください。



	(3) 地域との連携について、基本的な考え方及び方策について記載してください。



	④ 施設の維持管理について

	(1) 効果的、効率的な施設管理について、基本的な考え方及び方策について記載し
    てください。



	(2) 自然や景観、排水、廃棄物、エネルギーなど環境の保全について、基本的な考
　　え方及び方策について記載してください。




	⑤ 管理運営体制計画書

	(1) 業務従事者の資格、経歴等

	区　分
	職員・
アルバイトの別
	氏　名
	年齢
	性別
	資格・経歴等

	統括責任者
	
	
	
	
	

	副責任者
	
	
	
	
	

	事務室職員A
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	※ 全職員を記入し、同じ職種・職名については、「事務室職員A」や「事務室職員
   B」等の表記により区別すること。

※ 業務従事者の氏名について、申請時に未定の場合は、想定される年齢や性別を
   記入し、氏名欄は「未定」としてください。

	(2) 業務の委託計画

	区　分
	委託業者

	
	

	
	

	
	

	※委託する業務のみ記入すること。
	※ 委託業者が内定していれば業者名を、未定
   であれば「未定」と記入すること。


　(注) 本様式については、必要に応じ、適宜行を増やしていください。

	⑥ 経営基盤について

	(1) 財務状況について、下記の表に記載してください。(直近3年間)

	決算年次
	令和5年度
	令和6年度
	令和7年度
	備  考

	総資産額
	
	
	
	

	売上高
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	

	当期利益
	
	
	
	

	経常収支比率
	
	
	
	

	
	経常収支
	
	
	
	

	
	経常費用
	
	
	
	

	※ 経常収支比率
　 ＝ 経常収益(営業収益＋営業外収益)÷経常費用(営業費用＋営業外費用)×100

※ 本様式については、適宜行を増やしていください。


	⑦ 危機管理についてについて

	(1) 利用者の安全確保対策や、事故・災害発生時の対応について、基本的な考え方
    及び方策について記載してください。



	(2) 個人情報保護や情報管理について，基本的な考え方及び方策について記載して
    ください。



	⑧ アピールポイントについてについて

	(1) 施設の指定管理を受けるにあたり、特筆すべきアピールポイントがあれば記載
　　してください。
例：施設の魅力及びサービスの向上や地域との連携等に関する特徴的な事業、
　　施設の設置  目的を達成するための効果的な自主事業、観光施設維持管
　　理負担金の加算納付の提案 等
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